
代表取締役　　岩ヶ谷　光晴

（単位：円）

（資産の部） （負債の部）

流　動　資　産 202,671,715 流　動　負　債 93,207,775

現 金 及 び 預 金 4,729,027 支 払 手 形 21,941,255

受 取 手 形 1,709,911 買 掛 金 28,215,022

売 掛 金 94,719,845 未 払 金 9,636,184

未 収 金 652,834 未 払 費 用 4,413,153

短 期 貸 付 金 68,627,829 未 払 法 人 税 等 8,301,800

仕 掛 品 1,288,888 未 払 消 費 税 6,930,500

原 材 料 23,536,313 預 り 金 5,954,861

商 品 1,551,780 賞 与 引 当 金 7,815,000

貯 蔵 品 312,500

前 払 費 用 1,756,918

そ の 他 の 流 動 資 産 4,589,772

貸 倒 引 当 金 △ 803,902

固　定　資　産 250,410,996 固　定　負　債 0

有形固定資産 243,529,098 繰 延 税 金 負 債 0

建 物 9,594,543

構 築 物 6,100,417

機 械 装 置 11,636,569 負　債　合　計 93,207,775

車 両 及 び 運 搬 具 5,733,496

工 具 器 具 備 品 4,420,951 （純資産の部）

土 地 206,043,122 株　主　資　本 358,456,764

資　本　金 20,000,000

無形固定資産 1,053,378 資本剰余金 18,248,933

電 話 加 入 権 471,004 　資本準備金 18,248,933

ソ フ ト ウ エ ア 582,374 利益剰余金 320,207,831

　その他利益剰余金 320,207,831

投資その他の資産 5,828,520 　　繰越利益剰余金 320,207,831

投 資 有 価 証 券 5,035,560

出 資 金 450,000 評価・換算差額等 1,418,172

差 入 保 証 金 20,000 その他有価証券評価差額金 1,418,172

そ の 他 の 投 資 等 322,960

純 資 産 合 計 359,874,936

資　産　合　計 453,082,711 負 債 純 資 産 合 計 453,082,711

（令和7年3月31日 現在）
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貸借対照表



個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針 

  ⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯 蔵 品       移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ 

の方法により算定） 

 

② 有価証券の評価基準及び評価方法 

有 価 証 券 

時価のないもの        移動平均法による原価法 

 

時価のあるもの        決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資 

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 

  ⑵ 固定資産の減価償却の方法 

 

① 有形固定資産   建  物 ・ 構 築 物            定  額  法 

                     その他の固定資産              定  率  法 

   なお、取得価格が 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産については３年間で均等償却

する方法を採用しております。 

 

② 無形固定資産               定  額  法 

 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

 

  ⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上

する方法を採用しております。 

 

 

 



 

⑷ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

 ① リース取引の処理方法 

     リース取物件の所有権が借主に認められるもの以外の、ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    

２．当期純損益金額        

          当期純利益  66,164,876円        

 


